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独立行政法人評価結果のフィードバックに関する考察 
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第 86 号）」（以下「政策評価法」）において規定され、同法第 3条に評価結果の反映（フィードバ
ック）義務が規定されている。行政機関の運営を、いわゆる PDCA サイクルに当てはめて考えた
場合、予算を含む計画が Plan、計画に基づく事業の実施が Do、事業を含む活動や結果の評価が
Check にあたる。そして、フィードバックが Action に相当すると考えられ、この Action が確実
に行われることによって、初めて PDCA サイクルが機能することになる。独立行政法人において

































































































































































































































クはほぼ困難であることがわかる。さらに、N+1 年度の事業が開始された直後に N+2 年度の予算
要求作業が開始され、しかも N 年度の決算報告の主務大臣提出期限が 6 月末日22であることを勘
案すると、N 年度の決算が最終確定する前に、実質的に N+2 年度の予算要求について検討が開始
されており、この段階で決算情報すら予算要求に対するフィードバックは難しいことがわかる。 
次に、年度計画予算へのフィードバックを考える。事業サイクルの視点で見た場合、N 年度の




クが生じるため、N+2 年度と N+1 年度の評価が逆になることがありえ、その場合、N 年度の評価
結果のフィードバック先である N+2 年度予算は、特に事業のフローを念頭に置いた場合、直前の
N+1 年度の業績と比較をすると不整合となる可能性もある（図 3）。 
 















































































表 1 N 年度評価結果のフィードバックパターン 
N年度
(評価確定)
当初計画 a b c x(a+b+c)
ケース１ a+1 b c x 目標達成
ケース２ a+1 b c x+1 好業績
ケース３ a-1 b+1 c x 目標達成
ケース４ a-1 b+0.1 c+0.9 x 目標達成
ケース５ a-1 b c+1 x 目標達成
ケース６ a+1
期間目標をｘ+1に修正
変更計画 a+1 b c x+1(a+1+b+c)
ケース６ a+1 b-1 c x 目標以下

































































































































































にし、評価の PDCA サイクルを確立させることが必要であろう。 
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図 1 独立行政法人の年次サイクル 
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